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「鉄筋コンクリート製地中構造物の耐震性能照査技術」に関する講習会

－屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針の改訂－
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材料非線形解析を用いた
耐震性能照査
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関連箇所

Ⅵ 三次元形状を有する地中構造物の静的載荷実験とそ
の解析
Ⅵ 三次元形状を有する地中構造物の静的載荷実験とそ
の解析

Ⅶ コンクリート中の鉄筋の引張限界Ⅶ コンクリート中の鉄筋の引張限界

Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討

3章 材料非線形解析を用いた耐震性能照査3章 材料非線形解析を用いた耐震性能照査

＜マニュアル＞

＜技術資料＞

＜照査例＞

Ⅱ 三次元材料非線形の地震応答解析を用いた照査例Ⅱ 三次元材料非線形の地震応答解析を用いた照査例

Ⅳ 三次元鉄筋コンクリート製地中構造物の地震時挙動に
関する実験的検討およびその解析
Ⅳ 三次元鉄筋コンクリート製地中構造物の地震時挙動に
関する実験的検討およびその解析
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材料非線形（ソリッド）モデルで地震応答解析を行った場合の照
査指標、限界値、安全係数 等
材料非線形（ソリッド）モデルで地震応答解析を行った場合の照
査指標、限界値、安全係数 等

マニュアル3章 材料非線形解析を用いた耐震性能照査

二次元二次元 三次元三次元

どちらでも適用できるように
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幾つかの照査ルート

2005年版
マニュアル
2005年版
マニュアル

コン示方書コン示方書 3章3章 4章
（プッシュオーバー）

4章
（プッシュオーバー）

A B C D

主な
照査項目

(1) 面外曲げ
  / 層間変形角 or 曲率
     or 圧縮縁ひずみ
(2) 面外せん断
  / せん断耐力

(1) 引張損傷
  / 偏差ひずみ第二不変量
(2) 圧縮損傷
  / 正規化累加ひずみ
     エネルギー

(1) 面外曲げと面内せん断
  / 層間変形角
     または 主圧縮ひずみ
(2) 面外せん断
  / 部材厚増分

構造物全体系の耐荷力また
は変形角（終局ひずみの確
認）

応答解析の
モデル・方法

構造物を主に平面要素でモ
デル化する．一般には，横断
面方向の地震応答を対象とし
て二次元解析が行われる．
荷重の動的／静的の区別に
はよらない．

構造物を平面要素・ソリッド
要素でモデル化する．二次元
／三次元の区別，荷重の動
的／静的の区別にはよらな
い．

構造物を平面要素・ソリッド
要素でモデル化する．二次元
／三次元の区別，荷重の動
的／静的の区別にはよらな
い．

構造物を平面応力・ソリッド
要素でモデル化する．静的地
震力による応答値の算出を
行う場合は，土圧等を安全側
に設定する必要がある．二次
元／三次元の区別にはよら
ない．

特徴

面外せん断破壊の限界値を
せん断耐力評価式で求める
従来法（2005年版マニュア
ル）．面外せん断破壊の発生
を許容しない．

構造形式を問わない汎用性
の高いひずみ指標に基づい
て照査する．概ね部材の最
大荷重点に至らない範囲の
限界値であり，基本的に右の
Cより安全側である．

本マニュアルで新規に導入す
る，面外せん断破壊を変形指
標で照査する方法．不静定・
低軸力の構造物であることを
前提として，面外せん断破壊
の発生は許容するが，その
著しい進展は許容しない．

本マニュアルで新規に導入す
る．構造物全体系の観点か
ら照査する方法．数値解析の
前提条件として，部材・部位
としての損傷が終局状態とは
至らない範囲内で，構造物全
体系の挙動が安定している
時点を限界値に設定する．

参照
2章, 3.3.2(1) または 3.3.3(1)
3.3.2(3)a,b

3.3.3(3), 詳細は
コンクリート標準示方書

/ 3.3.2(2) または 3.3.3(1)(2)
/ 3.3.2(3)c

4章

マ3.1
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Cルート（限界値）

1. 面外曲げ・面内せん断1. 面外曲げ・面内せん断

2. 面外せん断2. 面外せん断

→ 層間変形角
または主圧縮ひずみ

→ 層間変形角
または主圧縮ひずみ

→ 部材厚増分→ 部材厚増分

層間距離

面外方向
:±0.01

面内方向
:±0.004

斜め方向
:線形補間

＜1層目側壁の例＞
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Cルート（限界値）

1. 面外曲げ・面内せん断1. 面外曲げ・面内せん断

→ 層間変形角（面外：1/100、面内：4/1000、斜め：線形補間）→ 層間変形角（面外：1/100、面内：4/1000、斜め：線形補間）

マ3.3.2(2)
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Cルート（限界値）

→ または主圧縮ひずみ（限界値は参照領域の大きさに依存）→ または主圧縮ひずみ（限界値は参照領域の大きさに依存）

1. 面外曲げ・面内せん断1. 面外曲げ・面内せん断
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[補足] 主ひずみベクトル図などを通じてモードを面外曲げに特定できる場合
は、従来からの二次元基準（参照長さ1D以下の圧縮縁ひずみ0.01）も適用可。

マ3.3.3(2)
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Cルート（限界値）

2. 面外せん断2. 面外せん断

→ 部材厚増分
せん断補強筋のない場合：5mm

→ 部材厚増分
せん断補強筋のない場合：5mm

D
D

2D

D D

残存耐荷性能の観点からは
こちらが近い状態
と捉える

D
Dt

Dp

＜適用条件＞
・不静定構造物であること
・軸力比：部材平均0.1以下

マ3.3.2(3)c
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Cルート（限界値）

→ 部材厚増分
せん断補強筋のある場合：次式で設定

→ 部材厚増分
せん断補強筋のある場合：次式で設定

2. 面外せん断2. 面外せん断

s角
柱

の
長

さ

部
材

厚

両引き試験片 梁部材



0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0 0.005 0.01 0.015 0.02

L=250mm
L=500mm
L=1000mm
L=2000mm
L=4000mm

鉄筋比

ひび割れ位置の鉄筋の引張ひずみ：0.13

平
均

引
張

ひ
ず

み

= 2.5p

2.5lim wD p D 

せん断補強筋比

（初期）部材厚

マ3.3.2(3)c
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Cルート（限界値）

2. 面外せん断2. 面外せん断

→ 部材厚増分→ 部材厚増分

部材厚増分の抽出箇所は、解析者が変形図を参照するなど
して決定する。

マ3.3.2(3)c
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Cルート（照査部位補足）

水平部材

鉛直部材

鉛直部材

鉛直部材

(a) 鉛直部材と水平部材の接合部 (b) 鉛直部材同士の接合部

/ 鉛直部材と水平部材の接合部は、部材厚増分の照査を行う。
/ 鉛直部材同士の接合部は照査部位から除く。
/ ハンチ（三角形の部分）は照査部位から除く。

/ 鉛直部材と水平部材の接合部は、部材厚増分の照査を行う。
/ 鉛直部材同士の接合部は照査部位から除く。
/ ハンチ（三角形の部分）は照査部位から除く。

マ3.3.4
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Cルート（安全係数）

不確実性を考慮する対象因子は大きく変わっていないが、
（コンクリート強度の不確実性、せん断耐力の評価精度）

応答解析の入力データ設定段階で考慮するものが主体と
なっている。

コンクリートの強度 ÷1.3※1 - -

鉄筋の強度 ÷1.0 - -

地盤の強度 ÷1.0 - -

キャリブレーション（3.3.2(3)d）
によってモデルを調整

（層間変形角，主圧縮ひずみ，
部材厚増分）×1.2～

-

- - ÷1.0

×1.0 - -

- ×1.0 ÷1.0

※1 既設構造物の場合は本文の記述による

作用係数

構造物係数

応答値係数

安全係数　 応答解析入力値 応答値（変形指標）算定 限界値（変形指標）算定

材料係数

限界値係数

マ3.3.1
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Cルート（安全係数）
マ3.3.1

荷重

変形

荷重

変形

せん断耐力は
後から評価
せん断耐力は
後から評価

せん断耐力は
解析内で評価
せん断耐力は
解析内で評価

→ 部材係数→ 部材係数

→ キャリブレーション→ キャリブレーション

従来（部材非線形モデル）従来（部材非線形モデル） 材料非線形モデル材料非線形モデル
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キャリブレーションモデルの見直し

・17モデル → 12モデルへ
/ 着目点の重複回避
/ 2005年版マニュアル発刊後の経験等によると

集中荷重部材が部材係数を決定する傾向が強い。→分布荷重ケースの削減

・17モデル → 12モデルへ
/ 着目点の重複回避
/ 2005年版マニュアル発刊後の経験等によると

集中荷重部材が部材係数を決定する傾向が強い。→分布荷重ケースの削減

case 集中／分布 着目点 削除理由 リナンバリング

1 No.1-9の基本ケース 1

2 a/dの効果（短） 2

3 a/dの効果（長） 3

4 a/dの効果（極長） No.3で代表

5 コンクリート圧縮強度の効果 4

6 引張鉄筋比の効果 5

7 寸法効果 6

8 軸力の効果 7

9 せん断補強の効果 8

10 No.1-14の基本ケース 9

11 分布荷重を受けるスパンの効果 No.2で代表

12 分布荷重を受けるスパンの効果 No.3で代表

13 曲げモーメント分布の効果（逆対象） 10

14 曲げモーメント分布の効果（片持ち梁） No.10に比して特段せん断耐力の増減がない

15 No.15-17の基本ケース 11

16 分布荷重下でのせん断補強の効果 12

17 ハンチの効果 No.2で代表

集中荷重部材

分布荷重部材

マ3.3.2(3)d

Case No. スパン[m] 部材幅[m] 部材厚[m]
有効部材厚

[m]

コンクリー
ト圧縮強度

[N/mm2]

主筋降伏強

度[N/mm2]
引張鉄筋比 軸力比

せん断補強
筋比

せん断補強
筋降伏強度

[N/mm2]

着目点

1 0.50 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.030 0 0 0 No.1～8の基本ケース

2 0.25 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.030 0 0 0

3 1.00 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.030 0 0 0

4 0.50 1.00 0.30 0.25 36.0 350 0.030 0 0 0 コンクリート圧縮強度の効果

5 0.50 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.010 0 0 0 引張鉄筋比の効果

6 2.50 1.00 1.50 1.25 24.0 350 0.030 0 0 0 寸法効果

7 1.00 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.030 0.1 0 0 軸力の効果

8 0.50 1.00 0.30 0.25 24.0 350 0.030 0 0.005 350 せん断補強の効果

Case No. スパン[m] 部材幅[m] 部材厚[m]
有効部材厚

[m]

コンクリー
ト圧縮強度

[N/mm2]

主筋降伏強

度[N/mm2]
引張鉄筋比 軸力比

せん断補強
筋比

せん断補強
筋降伏強度

[N/mm2]

P'/P（各立
面図参照）

せん断耐力
（支点位置）

[kN]※
着目点

9 1.00 0.15 0.30 0.25 32.3 363 0.041 0 0 0 0 165 No.10との比較用ケース

10 1.00 0.15 0.30 0.25 33.6 363 0.041 0 0 0 1.5 188 モーメント分布の効果

11 1.00 0.16 0.30 0.26 33.7 511 0.035 0.1 0 0 1.5 273 No.12との比較用ケース

12 1.00 0.16 0.30 0.26 35.0 511 0.035 0.1 0.038 332 1.5 356 分布荷重下でのせん断補強効果

1187

324

581

分布荷重
部材

329

1587

350

855

表3.3-2 キャリブレーションモデル一覧

集中荷重
部材

a/dの効果

せん断耐力[kN]

475
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キャリブレーションモデルの見直し

マ3.3.2(3)d 16

キャリブレーション結果の適用について

<Cal1> （解析によるせん断耐力）／（モデルせん断耐力）比 が
できるだけ小さくなるようモデルを調整

<Cal1> （解析によるせん断耐力）／（モデルせん断耐力）比 が
できるだけ小さくなるようモデルを調整

2005年版マニュアル2005年版マニュアル

改訂マニュアル改訂マニュアル

（解析によるせん断耐力）／（モデルせん断耐力）比を部材係数と
する。
（解析によるせん断耐力）／（モデルせん断耐力）比を部材係数と
する。

<Cal2> <Cal1>で調整しきれない分は安全係数として考慮
（応答値係数または限界値係数として荷重を割り増す）

<Cal2> <Cal1>で調整しきれない分は安全係数として考慮
（応答値係数または限界値係数として荷重を割り増す）

・・・「材料非線形解析による部材のせん断耐力評価」のみ

・・・「材料非線形解析による応答解析」も対象に

マ3.3.2(3)d
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関連技術資料

Ⅵ 三次元形状を有する地中構造物の静的載荷実験とそ
の解析
Ⅵ 三次元形状を有する地中構造物の静的載荷実験とそ
の解析

Ⅶ コンクリート中の鉄筋の引張限界Ⅶ コンクリート中の鉄筋の引張限界

Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討

Ⅳ 三次元鉄筋コンクリート製地中構造物の地震時挙動に
関する実験的検討およびその解析
Ⅳ 三次元鉄筋コンクリート製地中構造物の地震時挙動に
関する実験的検討およびその解析

0.03-0.03

最⼤せん断ひずみ

土槽内に設置した
構造物の試験体 砂地盤

せん断
土槽

構
造
物

変位最大時(倍率10倍)

せん断土槽振動実験におけるRC試験体の
塑性変形挙動を概ね良好に評価可能である
ことを示し，耐震性能照査に対する三次元材
料非線形解析の適用性を確認した。

屋外重要土木構造物の耐震性能照査
指針・マニュアル(2005)，技術資料Ⅲ

構造物変位最大時
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Ⅳ 砂地盤に埋設した立坑の振動実験（2000）の解析
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Ⅵ 三次元実験とその解析
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コンクリート中の鉄筋の引張限界を評価するには、①ひび割れ
間隔 と、 ②鉄筋単体の引張限界 とが必要。

・平均ひび割れ間隔 → 文献調査・平均ひび割れ間隔 → 文献調査

Ⅶ 鉄筋の引張限界

・鉄筋単体の引張試験・鉄筋単体の引張試験

・鉄筋コンクリート棒の引張試験・鉄筋コンクリート棒の引張試験

試験体

ピン接合

・面外せん断補強筋を有する壁の
部材厚増分限界値の導出

・面外せん断補強筋を有する壁の
部材厚増分限界値の導出
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Ⅶ 鉄筋の引張限界

実験結果

鉄筋の引張限界ひずみの下限は13%程度鉄筋の引張限界ひずみの下限は13%程度

呼び名 鋼種 平均限界ひずみ[%]
D10 SD295 18.9
D13 SD295 17.1
D16 SD345 13.5
D19 SD345 16.9
D22 SD345 17.0
D25 SD345 17.4

鉄筋単体の引張試験
(引張強度発現直後で試験終了)

画像計測等から，フシ間変位を測定。
引張強度時の伸び量を求める。

引張強度発現直後のひずみの
実験値を取得した。
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Ⅶ 鉄筋の引張限界
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Ⅷ 照査に係る諸検討

限界値作成に関連して実施した比較的小規模の検討を
オムニバス形式でまとめた資料

Ⅷ-5 変位やひずみを指標とすることによる照査結果への影響Ⅷ-5 変位やひずみを指標とすることによる照査結果への影響

Ⅷ-3 要素寸法の影響に架するケーススタディⅧ-3 要素寸法の影響に架するケーススタディ

Ⅷ-2 軸力比やせん断補強筋比が大きい場合の部材厚増分の
挙動

Ⅷ-2 軸力比やせん断補強筋比が大きい場合の部材厚増分の
挙動

Ⅷ-4 ソリッド要素の要素代表長さ算定法Ⅷ-4 ソリッド要素の要素代表長さ算定法
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照査例

Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討Ⅷ 材料非線形解析を用いた照査に係る諸検討

Ⅱ 三次元材料非線形の地震応答解析を用いた照査例Ⅱ 三次元材料非線形の地震応答解析を用いた照査例

＜技術資料＞

＜照査例＞
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変形角

- 部材厚増分
せん断補強筋のない場合：5mm、 ある場合：2.5pwD

- 部材厚増分
せん断補強筋のない場合：5mm、 ある場合：2.5pwD
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まとめ（限界値・安全係数[再掲]）

1. 面外曲げ・面内せん断1. 面外曲げ・面内せん断

2. 面外せん断2. 面外せん断

- 層間変形角（面外：1/100、面内：4/1000、斜め：線形補間）- 層間変形角（面外：1/100、面内：4/1000、斜め：線形補間）

- または主圧縮ひずみ（限界値は参照領域の大きさに依存）- または主圧縮ひずみ（限界値は参照領域の大きさに依存）

コンクリートの強度 ÷1.3※1 - -

鉄筋の強度 ÷1.0 - -

地盤の強度 ÷1.0 - -

キャリブレーション（3.3.2(3)d）
によってモデルを調整

（層間変形角，主圧縮ひずみ，
部材厚増分）×1.2～

-

- - ÷1.0

×1.0 - -

- ×1.0 ÷1.0

※1 既設構造物の場合は本文の記述による

作用係数

構造物係数

応答値係数

安全係数　 応答解析入力値 応答値（変形指標）算定 限界値（変形指標）算定

材料係数

限界値係数

＜安全係数一覧＞＜安全係数一覧＞
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